【様式第４号】
受　託　研　究　契　約　書

公立大学法人公立はこだて未来大学（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は，次の各条によって受託研究契約を締結するものとする。

（受託研究の題目等）
第１条　甲は，次の研究（以下「受託研究」という。）を乙の委託により実施するものとする。
（１）研究題目		　　　　　　　　　　
　（２）研究目的および内容	　　　　　　　　　　
（研究期間）
第２条　受託研究の期間は，　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までとする。
（受託研究担当者）
第３条　甲は，別表に掲げる者に受託研究を実施させるものとする。
（研究経費および納付）
第４条　乙は，受託研究に要する経費（以下「受託研究費」という。）として，　　　　　円（うち間接経費　　　　　　　円）を甲に支払うものとする。
２　乙は，受託研究費を公立大学法人公立はこだて未来大学理事長の発する請求書により，甲の指定する金融機関に納付期限までに振込みしなければならない。
３　乙は，所定の納付期限までに前項の規定による受託研究費を納付しないときは，納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，その未納額につき年２．６パーセントの割合で計算した金額を遅延利息として甲に納付しなければならない。
（設備の帰属）
[bookmark: _GoBack]第５条　受託研究費により取得した設備は，甲に帰属するものとする。
（情報，資料の提供）
第６条　乙は，受託研究を甲に委託するにあたり，第１号に掲げる物品（以下「提供物品」という。）および第２号に掲げる受託研究に必要な情報・資料（以下「技術情報」という。）を甲に提供するものとする。
　（１）提供物品	　　　　　　　　　　
　（２）技術情報	　　　　　　　　　　
２　前項に規定する提供物品および技術情報の搬入または据付けに要する経費は乙の負担とする。
３　甲は，受託研究が終了した場合は，第１項に規定する提供物品および技術情報を乙からの返還請求に基づき速やかに返還するものとする。
４　乙からの提供物品または技術情報に瑕疵があったことに起因して甲が損害を被ったときは，乙は甲の損害を賠償するものとする。
（研究成果の報告）
第７条　甲は，受託研究が完了したときは，速やかにその成果を乙に報告するものとする。
２　前項に規定する報告の方法について，甲乙協議の上，定めるものとする。
（中止または延長）
第８条　乙は，受託研究を一方的に中止することができない。
２　天災その他止むを得ない事由があるときは，甲乙協議の上，受託研究を中止し，または研究期間を延長することができるものとする。
（経費の返還）
第９条　甲は，乙が納付した受託研究費はこれを返還しないものとする。ただし，前条の規定により受託研究を中止し，または，延期する場合において，受託研究費に不要額を生じているときには，その額の範囲内でその全額または一部を乙に返還することができるものとする。
（経費の不足）
第１０条　甲は，納付された受託研究費に不足が生じた場合には，乙と協議の上，乙に必要となる受託研究費の請求をすることができるものとする。
（知的財産権の帰属）
第１１条　受託研究の結果生じた知的財産権は，原則として甲に帰属するものとする。
２　受託研究において創造した知的財産について，甲と乙が協議し共同出願することに合意したときは，当該知的財産権に係る甲および乙の持分等を定めた共同出願契約を締結のうえ，共同して出願することができる。
（優先的実施）
第１２条　甲は，受託研究の結果生じた知的財産の創作であって，甲に承継された知的財産権（以下「甲に承継された知的財産権」という。）を乙または乙の指定する者に限り，知的財産権に係る権利を出願したときから１０年を超えない範囲内において優先的に実施させることができるものとする。
２　甲は，乙または乙の指定する者から前項に規定する優先的実施の期間（以下「優先的実施期間」という。）の更新を許諾することができるものとする。なお，更新する期間については，甲乙協議の上，定めるものとする。
（受益者負担）
第１３条　乙は，甲と乙とが共有する知的財産権について，その出願から取得までに要する費用および維持に要する費用のうち甲の持分に係るものも，原則として負担するものとする。
（第三者に対する実施の許諾）
第１４条　甲は，乙または乙の指定する者が，甲に承継された知的財産権を，第１２条に規定する優先的実施期間中その第２年次以降において正当な理由なく実施しないときは，乙および乙の指定する者以外の者（以下「第三者」という。）に対し，知的財産権の実施を許諾することができるものとする。
２　甲は，第１２条の規定により乙または乙の指定する者に優先的実施を許諾した場合において，優先的実施を許諾したことが公共の利益を著しく損なうと認められるときは，第三者に対し知的財産権の実施を許諾することができるものとする。
（実施料）
第１５条　甲に承継された知的財産権について，乙または乙の指定する者が実施しようとするときは，乙は，別に実施契約で定める実施料を甲に支払わなければならない。
２　甲が第１１条第２項の共同出願に係る知的財産権の実施許諾を第三者に対して行うことについて，乙が当該共同出願前に同意したときは，甲は，乙に対し前項の定めによる実施料の支払を求めないものとする。
（秘密保持）
第１６条　甲および乙は，受託研究に関連して知り得た技術上および営業上の秘密を漏洩してはならない。
２　本条の規定は，本契約終了後においても有効とする。
（研究成果の公表）
第１７条　甲に属する受託研究担当者は，受託研究の成果を公表できるものとする。ただし，研究成果の公表の時期および方法について，甲乙協議の上，適切に定めるものとする。
（契約の解除）
第１８条　甲は，乙が受託研究費を所定の納付期限までに納付しないときは，本契約を解除することができる。
２　甲または乙は，次の各号のいずれかに該当し，催告後３０日以内に是正されないときは，本契約を解除することができる。
（１）相手方が本契約の履行に関し，不正または不正の行為があったと認められるとき。（２）相手方が本契約に違反したと認められるとき。
（損害賠償）
第１９条　甲または乙は，前条に掲げる事由により相手方に損害を与えた場合は，これを賠償する義務を負うものとする。
（協議）
第２０条　本契約に定めのない事項およびその内容に疑義を生じた場合には，甲乙誠意を　持って協議の上，別途定めるものとする。

　この契約の締結を証するため，本契約書を２通作成し，甲乙それぞれ１通を保管するものとする。

　　年　　月　　日

甲	北海道函館市亀田中野町１１６番地２
					公立大学法人公立はこだて未来大学
					理事長

				乙	　　　　　　　　　　
					　　　　　　　　　　
					　　　　　　　　　　



























別表（第３条関係）
	氏名
	所属・職名
	受託研究における役割
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※印は研究代表者を示す


